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情報通信審議会議事規則第５条及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、 

平成１３年５月１８日付け情審通第１０３号で公告された第二次答申草案に関し、別紙の 

とおり再意見を提出します。 
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 別  紙  

 

 

１、１、１、１、    新たな接続料の導入についての再意見新たな接続料の導入についての再意見新たな接続料の導入についての再意見新たな接続料の導入についての再意見 

 

１－１、定額的な接続料の導入１－１、定額的な接続料の導入１－１、定額的な接続料の導入１－１、定額的な接続料の導入 （答申草案６９ﾍﾟｰｼﾞ） 

 

（再意見）（再意見）（再意見）（再意見）    

①．先の意見書で述べたとおり、電話・ＩＳＤＮ網を利用したインターネット向け接続サービスは、

既存インフラの有効活用による低コストのインフラ提供の実現性という面で優れており、イン

ターネットの一般への普及に極めて有効であります。 

しかしながら、電話・ＩＳＤＮ網の料金は、電話サービスの歴史的背景から来る従量制料

金の影響を強く受けた料金体系が現在も踏襲されており、長時間接続が利用形態の特徴

でもあるインターネット向けサービスの料金体系のあり方とは、本質的に馴染まないものと

いえ、定額的な料金体系の導入が必要であると考えます。 

 

②．利用者が時間・料金を気にすることなく、インターネットを利用できるサービスを広く提供す

ることは「e-Japan 戦略」の早期実現に極めて重要であるといえますが、その実現のカギと

なるのが、加入者回線での接続を前提とした定額的な接続料の設定の実現にあると考えま

す。 

 

公衆網でのアクセスチャージに代表される現在の従量的な接続料に加え、第二種電気

通信事業者などの接続専門事業者においても、準定額制を含めた柔軟かつ独自の利用料

金設定の実現に必要な定額的な接続料の設定、すなわちキャリアーズレート方式の考え方

に基づいた定額的な事業者向け割引料金の設定に関し、その早期実施をあらためて切望

いたします。 

 
③．さらに、こうした定額的な接続料の導入は、東・西ＮＴＴ殿が独占する加入者系回線相当部

分に対して、第二種電気通信事業者など接続事業者が、新たに東・西ＮＴＴ殿が現在提供し

ている準定額制の利用者料金のサービス等と同様のサービスを提供できる可能性を担保

するために必要な措置であり、サービスベースでの競争が促進されることで、結果として、

地域通信市場における競争導入に資するものと考えられるからであります。 
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１－２、公衆網への事業者向け割引料金の導入１－２、公衆網への事業者向け割引料金の導入１－２、公衆網への事業者向け割引料金の導入１－２、公衆網への事業者向け割引料金の導入    

 

（１）事業者向け割引料金を設定するサービスの範囲について（１）事業者向け割引料金を設定するサービスの範囲について（１）事業者向け割引料金を設定するサービスの範囲について（１）事業者向け割引料金を設定するサービスの範囲について （答申草案７４ﾍﾟｰｼﾞ） 

 

（再意見）（再意見）（再意見）（再意見）    

①．先の意見書でも述べたとおり、公衆網における事業者向け割引料金の導入の対象となる

サービスの範囲は基本的に全ての公衆網サービスについて導入すべきものと考えます。 

 

②．今後、公衆網サービスにおいても急速なＩＰ化が進展すると予想され、よりインターネットを

利用しやすいサービス環境が整うものと思われるが、こうした過渡期においても、公衆網イ

ンフラとして電話・ＩＳＤＮ・データ伝送等に使用されてきた既存の伝送媒体が、低コストのイ

ンターネット・アクセス向けインフラとしてその役目を果たす意義は大きいものと考えます。 

  
こうした既存インフラの活用、とりわけ公衆網を活用し、常時あるいは長時間のインター

ネットの利用を前提にした低廉なアクセス手段が提供できることは、高速通信技術の革新と

あいまって広帯域インターネットの普及にとって重要であると考えます。 

 

③．さらに、音声やデータのＩＰ化による将来の利用形態を考えた場合、今後、電話やＩＳＤＮな

ど現行の公衆網サービスの区分そのものは重要な意味を持たなくなることが十分に予想さ

れることから、公衆網を一括りのサービスインフラとして考え、従来のサービス区分にとらわ

れるこなく、広く全ての公衆網サービスについて区別なく事業者向け割引料金を適用してい

くことが「e-Japan 重点計画」にも示された広帯域インターネットの普及実現にとって重要で

あると考えます。 

 

 

（２）加入者回線における事業者向け割引料金の設定について（２）加入者回線における事業者向け割引料金の設定について（２）加入者回線における事業者向け割引料金の設定について（２）加入者回線における事業者向け割引料金の設定について  （答申草案７５ﾍﾟｰｼﾞ） 

 

（再意見）（再意見）（再意見）（再意見）    

①．先の意見書でも述べたとおり、「接続料」の算定という考え方に照らしたとき、事業者向け

割引料金の電話・ＩＳＤＮ（ＩＮＳネット６４）の加入者回線に設定するに際しては、先に接続料

規則で定めている帯域透過端末回線伝送機能の接続料（施設設置負担金の支払いを要さ

ない場合にはその相当額を引いたもの）を、事業者向け割引料金として適用すべきであると

考えます。 

 

②．そもそも事業者向け割引料金は、一般利用者向けと（通信）事業者向けとのコスト差、別

の言い方をすると、インフラ（設備の運用管理）部門とサービス（営業）部門とのコスト差に着

目して設定する性格のものであり、接続会計の結果に基づいた費用範囲を反映させたもの

であることが必要と考えます。 
帯域透過端末回線伝送機能の接続料については、この費用範囲を反映させた合理的な
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ものと見做すことができることから、事業者向け割引料金として適用することが妥当であると

考えます。 
 
 

（３）早期に導入されるべき事業者向け割引料金について（３）早期に導入されるべき事業者向け割引料金について（３）早期に導入されるべき事業者向け割引料金について（３）早期に導入されるべき事業者向け割引料金について  （答申草案７６ﾍﾟｰｼﾞ） 

 

（再意見）（再意見）（再意見）（再意見）    

①．先の意見書でも述べたとおり、事業者向け割引料金の対象は広範に設定すべきであるが、

インターネットの早期普及と利用料低廉化および定額化の導入において、その効果が大き

いと考えられるものから、早急に制度化を図り優先的に導入すべきものと考えます。 

 

②．答申草案のとおり、事業者向け割引料金の対象となる料金設定範囲として、（ｱ）発信側

の加入者回線、(ｲ)ネットワーク部分のすべての通信料（定額制又は従量制あるいはその両

方）、(ｳ)ネットワーク部分の特定電番向け通信料、(ｴ)着信側の加入者回線、の４区分があ

るが、現在、提供サービスの料金設定対象として、東・西ＮＴＴ殿以外の接続事業者が取り

扱っているのは、主に(ｲ)、(ｳ)、(ｴ)でありますが、インターネットの早期普及と利用料低廉化

および定額化の導入において効果があがると考えられる（ｳ）と（ｴ）について、優先して事業

者向け割引料金を導入すべきものと考えます。 

その導入効果を見ながら、順次、(ｴ)と（ｱ）についても導入していくことが適当と考えます。 

 

 

（４）事業者向け割引料金の原価対象費用の範囲について（４）事業者向け割引料金の原価対象費用の範囲について（４）事業者向け割引料金の原価対象費用の範囲について（４）事業者向け割引料金の原価対象費用の範囲について   （答申草案７７ﾍﾟｰｼﾞ） 

 

（再意見）（再意見）（再意見）（再意見）    

①．先の意見書でも述べたとおり、専用線あるいは公衆網における事業者向け割引料金の対

象費用に関し、サービスベースでの公正な競争条件を確保するうえで不可欠かつ有効な考

え方であることから、接続料規則の原則どおり、利用者料金と接続料との間の費用範囲の

差を反映させた割引率を設定すべきものと考えます。 

 

②．第二種電気通信事業者への提供にあたり専用線については、現在、東・西ＮＴＴ殿の法人

営業部門をすべて介しているとの前提に立って費用範囲を定めている。 

   しかしながら、その一部は、法人営業部門の対応が不要との運用面の実状もあることか

ら、事業者側が法人営業部門の対応の要否を自ら選択して、この費用範囲の差を反映させ

た割引率が設定されることが原則に即した公正な設定のあり方であると考えます。 

 

③．公衆網では専用線の場合と異なり、法人営業部門による営業は基本的に行なわれていな

いことから、これを考慮する必要はないと考えられるので、接続料規則の原則どおり、利用

者料金と接続料との間の費用範囲の差を忠実に反映させた割引率を設定すべきものと考

えます。 



 5

 

④．事業者向け割引料金における割引率の設定に係る適正コストの範囲に関し、「接続」と

「非接続」との違いを理由にして、その費用範囲の取扱いについて差別的あるいは競争制

限的な不公正な取扱いが行なわれることのないよう、その審議あるいは認可にあたっては

慎重な検討を要望いたします。 

 

⑤サービスベースでの公正な競争条件の確保を図るため、「接続ルール」だけに限ることなく、

改正・電気通信事業法案の「卸電気通信役務」に係る約款外役務においても、接続料規則

と同様な考え方に基づく事業者向け割引料金の提供が公正に行なわれるよう、情報公開も

含めた制度の整備を早急に進めていただくことを切望いたします。 

 

 

２、機能の更なる細分化（アンバンドル化）につ２、機能の更なる細分化（アンバンドル化）につ２、機能の更なる細分化（アンバンドル化）につ２、機能の更なる細分化（アンバンドル化）についての再意見いての再意見いての再意見いての再意見 （答申草案８９ﾍﾟｰｼﾞ） 

 

■配線区間における細分化（伝送装置を介さない伝送路設備の細分化） 

（再意見）（再意見）（再意見）（再意見）    

先の意見書でも述べたとおり、配線区間において、饋線点までの光ファイバ化が進んでい

る場合、ＤＳＬサービス事業者は現行のままであるとサービス提供を断念せざるをえないこと

になり、既存インフラの有効活用と競争促進の両方の観点からも早急に改善の必要があるの

で、配線区間でのアンバンドル化の早期実現に向け、東・西ＮＴＴ殿と具体的な協議ができる

よう、ＲＴやコローケーション・スペース等の実態調査を早急に行うよう指導するなど、問題解

決に向けた措置を講じるべきであると考えます。 

 

 

３、３、３、３、    その他の事項その他の事項その他の事項その他の事項    「回線名義人情報について」の再意見「回線名義人情報について」の再意見「回線名義人情報について」の再意見「回線名義人情報について」の再意見  （答申草案１０７ﾍﾟｰｼﾞ） 

 

（再意見）（再意見）（再意見）（再意見）    

先の意見書でも述べたとおり、ＤＳＬ加入に際し、東・西ＮＴＴ殿への行政指導の対象となっ

た「回線名義人と申込者名義の一致に関する確認とその手続き」に関する諸問題は、第二種

電気通信事業者が「非接続」の形態で「異名義割引サービス」を利用して利用者に提供してき

た再販サービスにおいても同様な問題があることから、これについても答申案又は行政指導

で示された改善措置の考え方が適用され、早急に改善を図ることをあらためて要望いたしま

す。 

 

 

以上 


